
総
仕
上
げ
の
マ
ネ
ロ
ン
対
策

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
４
次
審
査
結
果
、

Ｇ
７
の
中
で
見
劣
り
す
る
日
本
の
評
価

第
５
次
で
「
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」
を
目
指
す
に
は

官
民
の
さ
ら
な
る
対
応
が
必
須

特集２
０
２
１
年
８
月
に
公
表
さ
れ
た
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
第
４
次
対
日
相
互
審
査
報
告
書
に
お
い
て
、
日

本
の
総
合
評
価
は
「
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」
に
次
ぐ
「
重
点
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」
で
あ
っ
た
。

Ｇ
７
諸
国
と
比
較
す
る
と
、
日
本
は
法
令
等
整
備
状
況
（
Ｔ
Ｃ
）
に
お
い
て
未
充
足
項
目
が
最

も
多
く
、
制
度
の
有
効
性
評
価
（
Ｉ
Ｏ
）
に
お
い
て
も
法
執
行
関
連
の
有
効
性
項
目
で
低
い
評

価
と
な
っ
て
い
る
。
第
５
次
審
査
で
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
目
指
す
の
で
あ
れ
ば
、
高
評
価

の
英
国
の
取
り
組
み
な
ど
を
参
考
に
官
民
で
対
応
を
強
化
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

マ
ネ
ロ
ン
対
策
は
国
際
的
な
要
請

国
連
・
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基
金
）・
Ｇ
７
・

Ｇ
20
な
ど
の
国
際
機
関
・
国
際
的
な
枠
組
み
や
主

要
国
は
、「
不
正
な
資
金
の
移
転
が
、
国
境
を
越

え
、
脆
弱
な
規
制
や
不
十
分
な
対
策
の
隙
を
突
い

て
行
わ
れ
る
」
と
い
う
認
識
を
共
有
し
て
い
る
。

そ
の
た
め
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
（
金
融
活
動
作
業
部
会
）
の

枠
組
み
を
通
じ
て
、
マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
、

テ
ロ
資
金
供
与
、
拡
散
金
融
対
策
（
以
下
、
マ
ネ

ロ
ン
等
対
策
）
の
国
際
基
準
の
策
定
・
履
行
を
協

調
し
て
行
い
、
世
界
全
体
で
の
対
策
の
実
効
性
向

上
を
図
っ
て
い
る
（
注
１
）。

　
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
は
、
１
９
８
９
年
７
月
の
ア
ル
シ
ュ

サ
ミ
ッ
ト
に
お
い
て
、
薬
物
犯
罪
に
関
す
る
マ
ネ

ロ
ン
等
対
策
で
国
際
協
力
を
強
化
す
る
目
的
で
、

先
進
主
要
国
を
中
心
に
設
立
さ
れ
た
。
そ
れ
故
、

先
進
主
要
国
と
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
関
係
は
深
い
。
Ｆ
Ａ

Ｔ
Ｆ
は
、
Ｇ
７
首
脳
声
明
を
受
け
て
重
要
な
勧
告

の
改
正
を
行
っ
て
お
り
、
ま
た
Ｇ
７
首
脳
会
談
や

Ｋ
Ｐ
Ｍ
Ｇ
あ
ず
さ
監
査
法
人

金
融
統
括
事
業
部　

金
融
ア
ド
バ
イ
ザ
リ
ー
事
業
部

エ
グ
ゼ
ク
テ
ィ
ブ
・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

尾
崎
寛
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財
務
相
・
中
央
銀
行
総
裁
会
議
が
マ
ネ
ロ
ン
等
対

策
基
準
の
策
定
を
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
に
委
託
し
、
声
明
の

中
で
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
取
り
組
み
を
歓
迎
す
る
と
い
っ

た
連
携
を
し
て
い
る
。

　

わ
が
国
は
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
創
設
メ
ン
バ
ー
国
の

一
つ
で
あ
り
、
２
０
２
３
年
は
Ｇ
７
の
議
長
国
で

あ
る
。
世
界
第
３
位
の
経
済
規
模
が
あ
り
、
グ
ロ

ー
バ
ル
に
活
動
す
る
銀
行
、
証
券
、
資
金
移
動
、

暗
号
資
産
、
保
険
、
資
産
運
用
と
い
っ
た
世
界
有

数
の
金
融
セ
ク
タ
ー
を
有
し
て
い
る
こ
と
に
鑑
み

れ
ば
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
基
準
に
従
っ
て
マ
ネ
ロ
ン
等
対

策
を
強
化
す
る
こ
と
は
、
国
際
公
約
と
し
て
当
然

の
責
務
で
あ
り
、
国
際
貢
献
で
も
あ
る
。

通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
は 

Ｇ
７
の
う
ち
３
カ
国
の
み

　
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
第
４
次
相
互
審
査
に
お
け
る
総
合

評
価
は
、
評
価
の
高
い
順
に
「
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
」「
重
点
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」「
グ
レ
ー
リ
ス

ト
」「
ブ
ラ
ッ
ク
リ
ス
ト
」
の
４
段
階
に
分
け
ら

れ
て
い
る
。

　

日
本
の
マ
ネ
ロ
ン
等
対
策
は
、
21
年
８
月
に
公

表
さ
れ
た
第
４
次
対
日
相
互
審
査
報
告
書
に
お
い

て
、
全
体
と
し
て
一
定
の
成
果
を
上
げ
て
い
る
と

評
価
さ
れ
た
も
の
の
、
金
融
機
関
等
の
監
督
お
よ

び
予
防
措
置
、
法
人
等
の
悪
用
防
止
、
マ
ネ
ロ
ン

等
の
捜
査
・
訴
追
な
ど
に
つ
い
て
、
さ
ら
に
優
先

的
に
取
り
組
む
必
要
が
あ
る
と
指
摘
さ
れ
、「
重

点
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
」
と
の
総
合
評
価
に
な
っ
た
。

　

重
点
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
中
で
も
未
充
足
項
目

が
多
い
国
は
「
要
監
視
国
」
と
さ
れ
、
グ
レ
ー
リ

ス
ト
入
り
す
る
か
否
か
を
、
き
め
細
か
く
モ
ニ
タ

リ
ン
グ
さ
れ
る
。
ま
た
、
ブ
ラ
ッ
ク
リ
ス
ト
は
さ

ら
に
「
対
抗
措
置
あ
り
」
と
「
対
抗
措
置
な
し
」

と
に
分
類
さ
れ
、
現
在
、
対
抗
措
置
あ
り
は
北
朝

鮮
と
イ
ラ
ン
、
対
抗
措
置
な
し
は
ミ
ャ
ン
マ
ー
と

な
っ
て
い
る
。
な
お
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
に
お
い
て
は
、

「
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
を
合
格
」「
重
点
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
を
不
合
格
」
と
見
な
す
概
念
は
存
在

し
な
い
。

　
Ｇ
７
各
国
の
第
４
次
審
査
結
果
は
、
図
表
１
に

掲
載
し
た
と
お
り
で
あ
る
。
Ｇ
７
の
う
ち
、
報
告

書
が
公
表
さ
れ
た
時
点
の
総
合
評
価
が
通
常
フ
ォ

ロ
ー
ア
ッ
プ
と
な
っ
た
の
は
、
イ
タ
リ
ア
、
英
国
、

フ
ラ
ン
ス
の
３
カ
国
で
あ
り
、
重
点
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
は
日
本
、
カ
ナ
ダ
、
米
国
、
ド
イ
ツ
の
４
カ

国
で
あ
っ
た
（
注
２
）。
総
合
評
価
は
、
図
表
１
に

示
し
た
「
制
度
の
有
効
性
」（
Ｉ
Ｏ=

Im
m

edi -

ate O
utcom

e

）
だ
け
で
は
な
く
、
図
表
２
に
示

し
た
「
法
令
整
備
状
況
」（
Ｔ
Ｃ=

Technical 

C
om

pliance

）
と
の
組
み
合
わ
せ
で
判
定
さ
れ

る
。

（注） 　HE＝High level of Effectiveness（高程度）、■SE＝Substantial（相当程度）、■ME＝Moderate（中程度）、■LE＝
Low（低程度）の４段階評価。カナダはフォローアップ報告の過程で、21年10月に、通常フォローアップに格上げ。

（出所） 　ＦＡＴＦ公表資料から筆者作成。

〔図表１〕 G７各国の総合評価と有効性評価項目（ＩＯ）の評価

国　名

ＩＯ.１ ＩＯ.２ ＩＯ.３ ＩＯ.４ ＩＯ.５ ＩＯ.６ ＩＯ.７ ＩＯ.８ ＩＯ.９ ＩＯ.10 ＩＯ.11
HEと
SEの
個数

MEと
LEの�
個数�
（未達成
件数）

リスク
評価

国際�
協力

当局の
監督

事業者
の予防
的措置

法人等
の悪用
防止

金融�
情報の�
活用

捜査・
訴追等

犯罪�
収益の
剥奪

テロ�
資金�
供与

テロ�
資金の
凍結、
NPO

拡散�
金融の
凍結

通常�
フォロー
アップ

フランス SE HE ME ME SE SE SE HE HE SE SE 9 2
英国 HE SE ME ME SE ME SE SE HE HE HE 8 3
イタリア SE SE ME ME SE SE SE SE SE ME SE 8 3

重点�
フォロー
アップ

米国 SE SE ME ME LE SE SE HE HE HE HE 8 3
カナダ SE SE SE ME LE ME ME ME SE SE ME 5 6
ドイツ SE SE ME ME ME ME ME SE SE ME ME 4 7
日本 SE SE ME ME ME SE ME ME ME ME ME 3 8
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特集
〔図表２〕 Ｇ７各国の総合評価と法令等整備状況（ＴＣ）の評価

結果公表（MER)、フォローアップ
（FUR)

英国 フラ
ンス イタリア 米国 カナダ ドイツ 日本

MER FUR MER MER FUR MER FUR MER FUR MER MER FUR
勧告１：�リスク評価、RBA（リスクベー

スアプローチ） LC LC LC LC C PC PC LC LC LC LC LC

勧告２：国内の協力・協調 C C Ｃ LC LC C C C C LC PC LC
勧告３：資金洗浄の犯罪化 C C C LC LC LC LC C C C LC LC
勧告４：剥奪と保全措置 C C C C C LC LC LC LC C LC LC
勧告５：テロ資金供与の犯罪化 C C C C C C C LC LC LC PC PC
勧告６：テロリストの資産凍結 LC LC LC LC LC LC LC LC LC PC PC PC
勧告７：拡散金融 LC LC C PC PC LC LC LC LC PC PC PC
勧告８：NPO（非営利団体の悪用） C C PC LC LC LC LC C PC LC NC NC
勧告９：秘密保持 C C C C C C C C C C C C
勧告１０：顧客調査 LC LC LC LC LC PC LC LC LC LC LC LC
勧告１１：記録保存 C C C C C LC LC LC LC C LC LC
勧告１２：PEPs C C PC LC LC PC PC NC LC LC PC PC
勧告１３：コルレス銀行サービス PC C PC PC PC LC LC LC LC PC LC LC
勧告１４：金銭・価値移転サービス C C C C C LC LC C C LC LC LC
勧告１５：新技術 LC LC LC LC LC LC LC NC LC LC LC LC
勧告１６：電信送金 C C LC PC C PC PC PC LC C LC LC
勧告１７：第三者依存 LC LC C LC LC LC LC PC C LC NA NA
勧告１８：内部統制 LC LC LC LC LC LC LC LC LC LC LC LC
勧告１９：高リスク国 LC LC LC C C LC LC C C C LC LC
勧告２０：疑わしい取引の届け出 C C LC LC C PC PC PC LC C LC LC
勧告２１：内報の禁止 C C C LC LC C C LC LC C C C
勧告２２：DNFBPsの顧客調査 LC LC LC LC LC NC NC NC PC LC PC PC
勧告２３：�DNFBPsの疑わしい取引の

届け出 LC LC LC LC LC NC NC NC NC C PC PC

勧告２４：法人の実質的支配者 LC LC LC LC LC NC NC PC LC PC PC PC
勧告２５：法的取極の実質的支配者 C C LC LC LC PC PC NC NC LC PC PC
勧告２６：金融機関の監督 C C LC LC C LC LC LC LC LC LC LC
勧告２７：監督当局の権限の確保 C C C LC C C C C C C LC LC
勧告２８：DNFBPsに対する監督 C C LC LC LC NC NC PC PC LC PC PC
勧告２９：金融情報機関 PC PC LC LC C C C PC PC C C C
勧告３０：捜査 C C C C C C C C C C C C
勧告３１：捜査当局の権限 C C C C C LC LC LC LC C LC LC
勧告３２：キャッシュクーリエ LC LC LC LC LC C C LC LC C LC LC
勧告３３：統計 LC LC LC LC LC LC LC C C PC LC LC
勧告３４：ガイダンスとフィードバック C C C LC LC LC LC LC LC LC LC LC
勧告３５：制裁措置 C C C PC C LC LC LC LC LC LC LC
勧告３６：国連諸文書の批准 C C C C C LC LC C C LC LC LC
勧告３７：相互援助、国際協力 LC LC C LC LC LC LC LC LC C LC LC
勧告３８：外国からの要請による凍結 C C C LC LC LC LC LC LC C LC LC
勧告３９：犯人引き渡し C C C C C LC LC C C C LC LC
勧告４０：その他の国際協力、情報交換 LC LC LC LC C C C LC LC LC LC LC
未達成項目（PC以下）の個数 2 1 3 4 2 10 9 11 6 5 11 10

（注） 　C＝Compliant（履行）、■LC＝Largely Compliant（おおむね履行）、■PC＝Partially Compliant（一部履行）、■NC＝
Non-Compliant（不履行）の４段階評価。NA＝Not Applicable（評価対象とせず）。太字の勧告３, ５, ６, 10, 11, 20は「ビッグ
シックス」と呼ばれる重要勧告であり、これらのうち３つ以上が未充足（PC、NC）となった場合は、要監視対象国となる。

（出所） 　ＦＡＴＦ公表資料から筆者作成。
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図
表
１
の
制
度
の
有
効
性
評
価
で
は
、
各
国
と

も
に
Ｉ
Ｏ
・
３
（
監
督
）、
Ｉ
Ｏ
・
４
（
予
防
的

措
置
）、
Ｉ
Ｏ
・
５
（
実
質
的
支
配
者
）
等
の
項

目
に
お
い
て
厳
し
い
評
価
が
目
立
つ
。
し
か
し
、

Ｉ
Ｏ
・
７
〜
11
の
法
執
行
関
連
の
有
効
性
項
目
で

は
、
日
本
を
除
い
て
高
い
評
価
を
得
て
お
り
、
通

常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
国
と
な
る
か
否
か
は
、
法
執

行
関
連
の
有
効
性
項
目
で
の
成
績
が
影
響
し
て
い

る
よ
う
に
見
え
る
。
な
お
、
米
国
と
カ
ナ
ダ
の
Ｉ

Ｏ
・
５
（
実
質
的
支
配
者
）
が
最
低
評
価
と
な
っ

て
い
る
の
は
、
両
国
特
有
の
制
度
的
な
課
題
を
反

映
し
て
い
る
と
思
わ
れ
る
。

　

図
表
２
に
示
し
た
「
40
の
勧
告
」
で
は
、
各
国

と
も
Ｐ
Ｅ
Ｐ
ｓ
（
重
要
な
公
的
地
位
を
有
す
る

者
）、
実
質
的
支
配
者
、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ
Ｐ
ｓ
（
特
定

非
金
融
業
者
お
よ
び
職
業
専
門
家
）
な
ど
に
関
す

る
項
目
に
お
い
て
未
充
足
（
４
段
階
評
価
の
下
位

二
つ
の
評
価
で
あ
る
「
Ｐ
Ｃ
＝
一
部
履
行
」
と

「
Ｎ
Ｃ
＝
不
履
行
」）
が
多
い
。
日
本
に
つ
い
て

は
未
充
足
が
11
項
目
あ
り
、
Ｇ
７
の
中
で
最
も
多

い
。
特
に
、
勧
告
５
（
テ
ロ
資
金
供
与
の
犯
罪

化
）、
勧
告
６
（
テ
ロ
リ
ス
ト
の
資
産
凍
結
）、
勧

告
７
（
拡
散
金
融
）
と
い
っ
た
、
他
国
が
充
足

（
４
段
階
評
価
の
上
位
二
つ
の
評
価
で
あ
る
「
Ｃ

＝
履
行
」
と
「
Ｌ
Ｃ
＝
お
お
む
ね
履
行
」）
と
な

っ
て
い
る
項
目
に
つ
い
て
、
日
本
は
す
べ
て
未
充

足
（
Ｐ
Ｃ
）
で
あ
り
、
勧
告
８
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
）
に
関

し
て
は
最
低
評
価
（
Ｎ
Ｃ
）
と
な
っ
て
い
る
。

法
令
等
整
備
状
況
の
不
備
が 

制
度
の
有
効
性
に
悪
影
響

　

法
令
等
の
整
備
状
況
（
Ｔ
Ｃ
）
を
前
提
と
し
て
、

そ
の
制
度
の
有
効
性
を
検
証
す
る
（
Ｉ
Ｏ
）
と
い

う
順
序
を
考
え
れ
ば
、
Ｔ
Ｃ
項
目
の
不
備
は
、
関

係
す
る
Ｉ
Ｏ
項
目
の
評
価
に
悪
影
響
を
与
え
る

（
注
３
）。
日
本
の
Ｉ
Ｏ
項
目
の
評
価
は
、
Ｉ
Ｏ
・

１
〜
６
に
お
い
て
、
他
の
Ｇ
７
諸
国
と
遜
色
な
い

も
の
の
、
テ
ロ
資
金
供
与
の
犯
罪
化
、
資
産
凍
結
、

拡
散
金
融
、
実
質
的
支
配
者
の
透
明
性
等
と
い
っ

た
、
Ｔ
Ｃ
に
関
係
す
る
Ｉ
Ｏ
・
７
〜
11
に
お
い
て

未
充
足
（
Ｍ
Ｅ
＝
中
程
度
）
と
な
っ
て
お
り
、
他

国
比
で
劣
後
し
て
い
る
。

　

現
在
、
第
４
次
審
査
後
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の

手
続
き
に
お
い
て
は
、
法
令
改
正
な
ど
の
進
捗
状

況
に
応
じ
て
、
Ｔ
Ｃ
項
目
の
評
価
見
直
し
が
行
わ

れ
て
い
る
。
だ
が
、
14
年
12
月
に
公
表
さ
れ
た
ス

ペ
イ
ン
と
ノ
ル
ウ
ェ
ー
以
外
で
は
、
Ｉ
Ｏ
項
目
の

評
価
見
直
し
は
行
わ
れ
て
い
な
い
よ
う
で
あ
る
。

従
っ
て
、
今
後
も
Ｉ
Ｏ
項
目
の
評
価
見
直
し
は
第

４
次
審
査
の
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
で
は
行
わ
れ
ず
、

25
年
以
降
の
開
始
が
見
込
ま
れ
て
い
る
第
５
次
審

査
に
お
い
て
評
価
さ
れ
る
こ
と
が
想
定
さ
れ
る
。

　

し
か
し
、「
法
令
等
整
備
状
況
（
Ｔ
Ｃ
）
が
充

足
し
て
初
め
て
、
関
連
す
る
制
度
の
有
効
性
（
Ｉ

Ｏ
）
の
評
価
に
進
む
」
と
い
う
第
４
次
審
査
の
考

え
方
が
第
５
次
で
も
踏
襲
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
第

４
次
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
の
最
終
報
告
ま
で
に
は
、

未
充
足
の
Ｔ
Ｃ
項
目
を
可
能
な
限
り
減
ら
す
た
め

の
対
応
が
求
め
ら
れ
る
。
そ
の
観
点
か
ら
、
22
年

12
月
の
臨
時
国
会
で
成
立
し
た
「
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告

対
応
法
」（
マ
ネ
ロ
ン
対
策
関
連
の
６
本
の
法

律
）
に
よ
る
法
改
正
手
続
き
に
よ
っ
て
、
ど
の
程

度
、
日
本
の
Ｔ
Ｃ
項
目
の
引
き
上
げ
が
認
め
ら
れ

る
か
が
重
要
と
な
る
。

通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
昇
格
へ 

未
充
足
項
目
の
対
応
強
化
を

　

わ
が
国
は
21
年
８
月
の
報
告
書
公
表
に
合
わ
せ
、

速
や
か
に
立
ち
上
げ
た
「
マ
ネ
ロ
ン
・
テ
ロ
資
金

供
与
・
拡
散
金
融
対
策
政
策
会
議
」
な
ど
の
取
り

組
み
が
評
価
さ
れ
、
22
年
６
月
、
法
令
等
整
備
状

況
の
勧
告
２
（
国
内
関
係
当
局
間
の
協
力
）
が
充

足
水
準
へ
引
き
上
げ
ら
れ
た
（
Ｐ
Ｃ
↓
Ｌ
Ｃ
）。

　

前
述
し
た
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告
対
応
法
に
は
、「
犯

罪
収
益
移
転
防
止
法
」「
組
織
犯
罪
処
罰
法
」「
国

際
テ
ロ
リ
ス
ト
財
産
凍
結
法
」
な
ど
６
本
の
法
律

の
改
正
が
含
ま
れ
て
い
る
。
こ
れ
に
よ
り
、
マ
ネ

ロ
ン
に
関
連
す
る
罪
の
法
定
刑
を
引
き
上
げ
、
大
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特集
量
破
壊
兵
器
の
開
発
支
援
に
関
わ
っ
て
い
る
と
国

連
が
指
定
し
た
組
織
や
個
人
に
対
し
て
、
国
内
で

資
産
凍
結
で
き
る
よ
う
に
な
る
。
ま
た
、
暗
号
資

産
交
換
業
者
に
対
し
て
、
利
用
者
の
氏
名
な
ど
の

情
報
を
確
認
し
、
送
金
す
る
事
業
者
間
で
通
知
す

る
義
務
を
課
し
、
資
金
の
流
れ
を
追
跡
し
や
す
く

す
る
た
め
の
い
わ
ゆ
る
ト
ラ
ベ
ル
ル
ー
ル
（
通
知

義
務
）
の
適
用
対
象
と
な
る
。

　

こ
れ
ら
に
よ
っ
て
、
勧
告
５
（
テ
ロ
資
金
供

与
）、
勧
告
６
（
テ
ロ
リ
ス
ト
の
資
産
凍
結
）、
勧

告
７
（
拡
散
金
融
）
な
ど
複
数
の
Ｔ
Ｃ
項
目
の
評

価
引
き
上
げ
が
期
待
さ
れ
る
。
そ
の
た
め
に
は
、

速
や
か
な
法
令
等
の
施
行
と
適
切
な
運
用
に
よ
る

実
績
の
積
み
上
げ
が
望
ま
れ
る
。　

　

た
だ
し
、
そ
の
ほ
か
の
未
充
足
の
Ｔ
Ｃ
項
目
で

あ
る
、
勧
告
８
（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
の
悪
用
防
止
）、
勧
告

12
（
Ｐ
Ｅ
Ｐ
ｓ
、
重
要
な
公
的
地
位
を
有
す
る
も

の
）、
勧
告
24
（
法
人
の
実
質
的
支
配
者
）、
勧
告

25
（
法
的
取
極
の
実
質
的
支
配
者
）、
Ｄ
Ｎ
Ｆ
Ｂ

Ｐ
ｓ
に
関
す
る
諸
勧
告
（
勧
告
22
、
23
、
28
）
に

対
応
す
る
法
令
改
正
な
ど
は
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告
対

応
法
に
は
含
ま
れ
て
い
な
い
。
も
ち
ろ
ん
、
Ｆ
Ａ

Ｔ
Ｆ
相
互
審
査
へ
の
対
応
は
、
各
国
の
法
制
度
や

直
面
し
て
い
る
リ
ス
ク
に
よ
っ
て
対
応
も
変
わ
っ

て
く
る
も
の
だ
が
、
第
５
次
で
通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア

ッ
プ
を
目
指
す
の
で
あ
れ
ば
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
、
実
質
的

支
配
者
の
透
明
性
向
上
、
金
融
の
み
な
ら
ず
非
金

融
分
野
の
監
督
と
事
業
者
の
対
応
と
い
っ
た
項
目

の
Ｔ
Ｃ
や
Ｉ
Ｏ
に
関
し
て
、
さ
ら
な
る
取
り
組
み

が
必
要
で
は
な
い
か
と
思
わ
れ
る
。

　

そ
の
た
め
に
は
、
Ｇ
７
中
で
最
も
評
価
の
高
い

英
国
の
取
り
組
み
を
参
考
に
し
て
、
実
質
的
支
配

者
情
報
の
登
録
の
義
務
化
や
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
管

理
、
継
続
的
顧
客
調
査
の
手
法
、
非
金
融
分
野
の

監
督
、
わ
が
国
独
自
の
判
断
に
よ
る
経
済
制
裁
、

資
産
凍
結
の
機
能
拡
大
等
（
注
４
）
に
つ
い
て
、
今

の
う
ち
か
ら
戦
略
的
に
検
討
を
進
め
る
こ
と
が
有

意
義
と
思
わ
れ
る
。

（
本
稿
の
意
見
に
関
す
る
部
分
は
筆
者
の
個
人
的
見
解
で
あ

る
）

※
こ
こ
で
は
簡
略
版
を
掲
載
し
て
お
り
、
全
文
を
「
き
ん

ざ
いO

nline
」
に
掲
載
し
ま
す
。

（
注
）１　
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
は
37
カ
国
と
二
つ
の
地
域
で
構
成
さ
れ

て
い
る
が
、
九
つ
の
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
型
地
域
体
（
Ｆ
Ｓ
Ｒ
Ｂ

ｓ
）
の
加
盟
国
を
加
え
る
と
２
０
０
カ
国
以
上
の
国
・

地
域
が
参
加
し
て
い
る
。

２　
カ
ナ
ダ
は
２
０
２
１
年
10
月
、
審
査
後
の
取
り
組

み
で
法
令
項
目
（
６
項
目
）
が
合
格
水
準
（
Ｌ
Ｃ
以

上
）
に
改
善
し
た
と
認
め
ら
れ
た
た
め
、
総
合
評
価
は

通
常
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
水
準
と
な
っ
て
い
る
。
そ
の
た

め
現
在
、
重
点
フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ
水
準
は
、
米
国
、
ド

イ
ツ
、
日
本
の
３
カ
国
と
な
っ
て
い
る
。

３　
〝F

A
T

F
 M

ethodology for assessing 
com

pliance w
ith the FA

T
F

 R
ecom

m
endations 

and the effectiveness of A
M

L
/C

F
T

 system
s, 

2013 am
ended O

ctober 2021.  

〞 45
〜
46
ペ
ー
ジ

に
よ
れ
ば
、
Ｔ
Ｃ
の
評
価
が
低
け
れ
ば
関
連
す
る
Ｉ
Ｏ

の
評
価
も
低
く
な
る
と
い
う
考
え
方
で
あ
り
、
こ
れ
は

原
則
、
Ｔ
Ｃ
が
合
格
し
て
初
め
て
関
連
す
る
Ｉ
Ｏ
の
評

価
に
進
む
と
い
う
こ
と
で
あ
る
。
Ｔ
Ｃ
が
法
令
整
備
状

況
で
、
Ｉ
Ｏ
が
そ
の
有
効
性
の
検
証
項
目
で
あ
る
こ
と

か
ら
す
れ
ば
、
そ
の
関
係
性
は
整
合
的
で
あ
る
。

４　
国
際
的
組
織
犯
罪
対
策
に
お
け
る
刑
事
規
則
の
日

英
比
較
は
、『
国
際
組
織
犯
罪
対
策
に
お
け
る
刑
事
規

制
：
処
罰
の
早
期
化
・
犯
罪
収
益
規
制
と
イ
ギ
リ
ス
比

較
法
』
橋
本
広
大
（
慶
應
義
塾
大
学
出
版
会
、
22
年
）

に
詳
し
い
。

お
ざ
き
　
ひ
ろ
し

88
年
東
京
大
学
経
済
学
部
卒
、
三
井
銀
行
（
現
三

井
住
友
銀
行
）
入
行
。
91
年
大
蔵
省
出
向
（
国
際

金
融
局
調
査
課
）、
93
年
外
務
省
出
向
（
在
米
日
本

大
使
館
財
務
班
）
な
ど
を
経
て
、
17
年
総
務
部
部

付
部
長
兼
Ａ
Ｍ
Ｌ
金
融
犯
罪
対
応
室
長
。
18
年
金

融
庁
マ
ネ
ー
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
・
テ
ロ
資
金
供
与
対

策
企
画
室
長
、
22
年
７
〜
12
月
主
任
統
括
検
査
官
。

23
年
１
月
か
ら
現
職
。
著
書
に
『
体
系
グ
ロ
ー
バ

ル
・
コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
・
リ
ス
ク
の
現
状　

求
め

ら
れ
る
わ
が
国
の
対
応
指
針
』（
共
著
、
き
ん
ざ
い
、

13
年
）、『
逐
条
解
説
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告　

国
際
基
準

か
ら
み
る
日
本
の
金
融
犯
罪
対
策
』（
編
著
、
中
央

経
済
社
、
22
年
）
な
ど
。
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